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障がい福祉サービスの報酬算定に係る緊急事態の認定の運用等について（通知） 

 

日頃より、当市の障がい福祉行政にご理解とご協力をいただき、感謝いたします。 

 みだしの件につきまして、下記のとおり通知いたしますので、ご了知くださるようお願いいたします。 

 

記 

１．概要 

 一部の障がい福祉サービスの報酬の算定条件となる「障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急

に支援が必要な事態」等（以下「緊急事態」と総称します）については、別添（国のＱ＆Ａ集）のとおり支給

決定主体である市町村が判断することとされています。また、報酬の請求にあたり、市町村が緊急事態として

認めたことが明らかな書面等の記録が必要です。 

今般、緊急事態において実施した支援に係る報酬の算定について、当市における運用を整理し、改めて各事

業者様あて通知するものです。 

 

２．緊急事態の認定及び運用 

 別紙「山形市における緊急事態等の認定の運用」のとおりです。 

 

３．留意事項 

（１）本通知は、あくまでも山形市における運用についてお知らせするものです。他市町村における運用に

ついては、それぞれの市町村担当部門へお問い合わせください。 

（２）障がい福祉サービスの報酬については、引き続き厚生労働省告示その他の国が定める基準に従って算

定されるようお願いします。 

 

 

【本通知に係る連絡先】 
山形市福祉推進部障がい福祉課 障がい福祉第二係 
      電話番号：023-641-1212（内線580） 











（別紙）山形市における緊急事態等の認定の運用 

 

１．緊急事態の認定 

（１）基本的な運用 

障がい福祉サービス等の支給申請に際して、次のア及びイに掲げる事項を記載したサ

ービス等利用計画案をご提出いただきます。 

ア 個々の障がい者の方の状況を踏まえた、緊急の対応が必要となる事態の想定 

イ アの事態が生じた場合の対応の障がい福祉サービス等の利用の計画 

当該計画案を勘案して障がい福祉課が支給決定を行うことで、アに記載された事態を

緊急事態として事前に認定することを基本とします。 

（２）基本的な運用が困難である場合の運用 

  ① サービス等利用計画案を提出する機会が直近にない利用者の場合 

サービス等利用計画の内容について、利用者本人の同意を得るなど規定の手続に

基づき上記（１）のア及びイを記載する変更が行なわれたことを以て、（１）の基本

的な運用に準じるものとします。次回の支給申請の際に、（１）の運用を行ないます。 

② 計画に記載のない不測の緊急事態が生じた場合等 

サービス等利用計画に記載のない緊急事態が生じた場合等においては、事後的に

緊急事態の認定を行ないます。山形市障がい福祉課担当者あてご報告ください。 

 

２．緊急事態に実施した支援内容に係る報酬の請求 

 （１）上記１の（１）のアの事態が生じ、同イのサービス利用があった場合に、当該サービ

スに係る報酬を算定することを基本とします。上記１の（２）の①の運用を行なった場

合もこれに準じます。 

（２）上記１の（２）の②の事態の場合は、事後的な緊急事態の認定の如何にもよりますの 

で、個別にご相談ください。 

（３）引き続き、サービス等利用計画、同計画に基づく個別の支援計画等、支援記録その他

必要な書面等については、適切に作成し保管するようお願いします。 

 

以上 


